
７ 周産期医療 

■ 周産期医療体制の充実 

 

《現状と課題》 

（１）出生、分娩及び死亡率の状況 

○ 本県の出生数は平成16年に9,920人と１万人を割り込んで以降、減少傾向が続き、平

成28年の出生数は7,547人と、出生率とともに減少傾向が続いています。 

○ 一方、全出生数に占める母の年齢が35歳以上の割合や低出生体重児の割合、また、全

分娩数に占める帝王切開術の割合が高くなっています。さらに、精神疾患などを合併す

る妊産婦も増加しており、こうしたハイリスク分娩や産科合併症以外の合併症を有する

妊産婦への対応力のさらなる向上が必要です。 

 

母の年齢が35歳以上の出生数と割合     低出生体重児の数と割合 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

帝王切開術の数と割合 

資料：県地域医療対策課「県の周産期医療に関する実態調査」 
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○ 本県の新生児死亡率などの周産期関連指標は、近年全国平均を大きく上回っている状

況です。その要因として、妊娠23週以内の早産例が多いことが挙げられ、その抑制策と

して、平成28年度から市町村での妊婦健康診査の公費負担を増額し、新たに子宮頸管長

測定を含む超音波検査を実施していますが、引き続き、妊産婦及び新生児の健康の保持

のため、異常等の早期発見体制の充実を図っていくことが重要です。 

 

周産期関連指標 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

※ 新生児死亡率：生後４週未満の死亡数／出生数×1,000 

※ 周産期死亡率：妊娠22週以後の死産数＋ 

早期新生児死亡数（生後1週間未満の死亡）／（出生数＋妊娠22週以後の死産数)×1,000 

※ 妊産婦死亡率：妊産婦死亡数／出生数×100,000    

 

（２）分娩取扱施設及び医師等の状況 

○ 県内には、分娩のできる医療機関が25施設あり（平成29年４月現在）、県内４地域

にリスクの高い分娩に対応できる二次周産期医療機関が５施設あります。また、三次周

産期医療機関である総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの４

病院が連携し、高度周産期医療ネットワークを構築しています。 

 

医 療 機 関 指定・認定年月 

総合周産期母子医療センター 県立中央病院 平成22年４月指定 

地域周産期母子医療センター 

山形大学医学部附属病院 

平成22年４月認定 山形済生病院 

鶴岡市立荘内病院 

 

○ 産婦人科を標榜する医療機関数の減少傾向に加え、産婦人科を標榜しているものの分

娩を取り扱わない産婦人科医療機関も多く、特に診療所の約半数は分娩を取り扱ってい

ない状況です。 
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産婦人科及び産科標榜医療機関数 

 
病  院 診 療 所 

産婦人科 産科 計 分娩実施 産婦人科 産科 計 分娩実施 

平成17年 21 ２ 23 18 32 ６ 38 19 

平成20年 22 ２ 24 17 29 ６ 32 18 

平成23年 21 １ 22 16 24 ３ 27 14 

平成26年 19 １ 20 14 23 ２ 25 13 

資料：厚生労働省「医療施設調査」、厚生労働省「病院報告」（各年10月 1日現在） 

 

○ 産婦人科医師数は増加傾向でしたが、平成28年の調査では減少に転じています。また、

小児科医師数は増加傾向にありますが、絶対数は不足している状況です。分娩取扱医療

機関に従事する60歳以上の医師の割合が年々増加しており、周産期医療に携わる医師の

過重労働や高齢化による負担の増加が懸念されます。 

 

産婦人科・産科医師数                        

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年12月末日現在） 

 

小児科医師数                            

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年12月末日現在） 

 

分娩取扱機関に占める60歳以上の産婦人科医師の推移         

 平成25年 平成27年 平成28年 平成29年 

病 院 12.1％ 10.9％ 14.1％ 16.4％ 

診療所 47.1％ 50.0％ 60.0％ 57.9％ 

計 19.3％ 20.2％ 25.0％ 26.3％ 

資料：県地域医療対策課「県の周産期医療に関する実態調査」（各年４月１日現在） 

 県全体 村山 最上 置賜 庄内 

平成20年 95人 56人 ５人 14人 20人 

平成22年 94人 57人 ５人 15人 17人 

平成24年 97人 62人 ５人 13人 17人 

平成26年 104人 67人 ４人 14人 19人 

平成28年 101人 62人 ５人 13人 21人 

 県全体 村山 最上 置賜 庄内 

平成20年 134人 80人 ４人 21人 29人 

平成22年 141人 83人 ５人 23人 30人 

平成24年 141人 83人 ５人 21人 32人 

平成26年 137人 83人 ５人 20人 29人 

平成28年 139人 81人 ６人 22人 30人 
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○ 助産師数は増加傾向にあり、ほとんどが医療機関に勤務していますが、分娩以外の業

務に従事する助産師がいること、また、県内には院内助産（※１）や助産外来（※２）を

行っている医療機関がいまだ少ないことや分娩を取扱う助産所がないことから、助産師

の専門性を発揮する機会が少ない状況です。 

※１ 緊急時の対応ができる医療機関等において、正常経過の妊産婦のケア及び助産を助産師が自

立して行うものであり、本県では、平成29年４月１日現在、山形済生病院、米沢市立病院及び

日本海総合病院において実施している。 

※２ 医療機関等において、外来で、正常経過の妊産婦の健康診査と保健指導を助産師が自立して

行うものであり、本県では、平成29年４月１日現在、山形済生病院、米沢市立病院、鶴岡市立

荘内病院、日本海総合病院、三井病院及びさとうウィメンズクリニックにおいて実施している。 

就業助産師数 

  平成18年 平成20年 平成22年 平成24年 平成26年 平成28年 

総数 281人 311人 297人 328人 315人 342人 

病 院 240人 263人 252人 272人 254人 269人 

診療所 26人 26人 23人 28人 34人 42人 

助産所 ５人 10人 ８人 ９人 ６人 ９人 

その他 10人 12人 14人 19人 21人 22人 

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」（各年12月末日現在） 

○ 平成28年度までのアドバンス助産師（※）認証者数は163人であり、就業助産師に対

する割合が51.7％と全国第１位となっています。 

※ クリニカルラダー認証制度（助産実践能力を審査し、一定の水準（レベルⅢ）に達しているこ

とを認証する制度）により認証された助産師 

 

（３）搬送の依頼・受入状況 

〇 平成27年度中における県外医療機関への搬送は、母体救急搬送が２件（全体の1.1％：

主に胎内治療など）、新生児救急搬送が７件（全体の 7.7％：主に外科的疾患など）で、

概ね県内で受入れができている状況です。 

 

（４）長期入院児の療養・療育支援 

〇 ハイリスク分娩の増加により、ＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）への入院が長期化

しており、こうした長期入院児の退院後の療養・療育支援の充実が課題となっています。 

周産期母子医療センターＮＩＣＵの稼働状況（平成27年４月～平成28年３月） 

病 院 名 最大入院期間 平均病床利用率 

県立中央病院 

（総合周産期母子医療センター） 

126日 65.5％ 

山形大学医学部附属病院 

（地域周産期母子医療センター） 

31日 92.3％ 

山形済生病院 

（地域周産期母子医療センター） 

185日 92.9％ 

鶴岡市立荘内病院 

（地域周産期母子医療センター） 

90日 87.4％ 

資料：厚生労働省「周産期医療体制に係る調査」 
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（５）災害時における周産期医療体制 

○ 東日本大震災では、妊産婦や新生児の搬送体制に関する情報が周産期医療関係者間の

みでしか共有されなかったとの指摘がありました。一方で、熊本地震では、県災害対策

本部において県内や近隣県の周産期医療関係機関等との連携の調整を担う人材が活動し、

スムーズな患者搬送等に有効と評価されており、災害時において周産期医療を円滑に提

供できるように調整を担う人材の確保が求められています。 

○ 災害時において周産期医療の要となる周産期母子医療センターを有する医療機関では、

業務継続計画が未策定であり、応急対策及び支援活動の遅れが懸念されます。 

○ 日本産婦人科学会では、県内外の大規模災害発生時における全国規模の周産期医療機

関の被害状況等を共有する「大規模災害対策情報システム」を平成29年５月から運用し

ています。 

    

《目指すべき方向》 

（１）周産期医療体制の整備・確保 

〇 正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等を含めた分娩前後の診療を

安全に実施するための体制を整備するとともに、周産期医療機関の機能分担やそれに基

づき確立された連携体制を確保します。 

○ 精神疾患を合併する妊産婦など、産科合併症以外の合併症に対応可能な体制を整備し

ます。 

〇 ＮＩＣＵやＧＣＵ（新生児回復期治療室）における高度な新生児医療提供体制を確保

します。 

 

（２）常時対応可能な周産期救急搬送体制の確保 

〇 救急医療機関、消防機関及び周産期医療機関等との連携による常時対応が可能な周産

期救急搬送体制を確保します。 

 

（３）周産期医療従事者の人材確保と育成 

○ 周産期医療体制を確保するため、引き続き産科医・小児科医（新生児医療専門医）を

はじめとする医師、助産師、看護師の確保対策を展開します。 

○ 増加するハイリスク分娩等に対応するため、医師等（医師、助産師、看護師、救急隊

等）の専門的知識の習得や医療技術の確保・向上を図ります。 

〇 医療資源の有効活用の観点から、助産師の資質向上にかかる取組を支援します。 

 

（４）ＮＩＣＵ等に長期入院している医療的ケア児等の療養・療育支援 

〇 ＮＩＣＵ等退院後、安心して生活できるよう支援を行います。 

 

（５）災害時における周産期医療体制の確立 

○ 県災害対策本部等に周産期医療に特化し調整を担う人材を配置します。 

○ 周産期母子医療センターを有する医療機関における診療機能の早期回復及び支援体制

を確立します。 
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（６）妊産婦・新生児の健康管理の充実 

〇 妊産婦及び新生児の健康の保持及び異常等早期発見、育児不安や産後うつの早期発見、

早期支援体制の充実について関係機関と連携し実施します。 

 

《数値目標》 

項 目 現 状 

目  標 

2018 

(H30) 

2019 

(H31) 

2020 

(H32) 

2021 

(H33) 

2022 

(H34) 

2023 

(H35) 

ＮＩＣＵ病床数 

(人口10万対) 

2.5床 

（H26） 

2.5床 

以上 

－ 

2.5床 

以上 

－ 

2.5床 

以上 

－ 

産科医及び 

産婦人科医の数 

101人 

（H28） 

101人 

以上 

－ 

104人 

以上 

－ 

107人 

以上 

－ 

新生児専門医数 

４人 

（H28） 

４人 

以上 

４人 

以上 

５人 

以上 

６人 

以上 

７人 

以上 

８人 

以上 

母体・新生児 

県外搬送率 

3.2％ 

（H27） 

3.2％ 

以下 

3.2％ 

以下 

3.2％ 

以下 

3.2％ 

以下 

3.2％ 

以下 

3.2％ 

以下 

ＮＩＣＵ・ＧＣＵ 

長期入院児数 

(人口10万対) 

0.5人 

（H26） 

0.5人 

以下 

0.5人 

以下 

0.5人 

以下 

0.5人 

以下 

0.5人 

以下 

0.5人 

以下 

災害時小児周産期

リエゾン認定数 

０人 

（H28） 

９人 12人 15人 17人 19人 21人 

 

【成果目標】 

項 目 現状（※） 

目  標（※） 

2018 

(H30) 

2019 

(H31) 

2020 

(H32) 

2021 

(H33) 

2022 

(H34) 

2023 

(H35) 

新生児死亡率 

(出生千対) 

1.4 

（全国：0.9） 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

周産期死亡率 

(出生千対) 

4.3 

（全国：3.7） 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

妊産婦死亡率 

(出生10万対) 

4.1 

（全国：3.3） 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

― ― 

全国の過去

３年間の 

平均値以下 

［ＮＩＣＵ病床数：厚生労働省「医療施設調査」（調査周期：２年）］ 

［産科医及び産婦人科医の数：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（調査周期:２年）］ 

［新生児専門医数：日本周産期・新生児医学会調べ]］ 

［母体・新生児県外搬送率：県地域医療対策課「周産期医療に関する実態調査」］ 

［ＮＩＣＵ・ＧＣＵ長期入院児数：厚生労働省「周産期医療体制調」］ 

［災害時小児周産期リエゾン認定数：県地域医療対策課調べ］ 

［新生児・周産期・妊産婦死亡率：厚生労働省「人口動態統計」］ 

※ 死亡率については、年度ごとのばらつきが大きいため、前３年間の平均値で評価 

（現状→平成26～28年、目標→32年度：平成29～31年、35年度：平成32～34年） 
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《目指すべき方向を実現するための施策》 

（１）持続可能な周産期医療体制の確保 

○ 県及び関係機関は、かかりつけ医療機関（一次周産期医療機関）からリスクの高い分

娩に対応できる拠点病院（二次周産期医療機関）、三次周産期医療機関が連携し、県全体

をカバーする周産期医療体制を確保します。 

○ 県及び関係機関は、正常分娩等に対し安全な医療を提供するため、医療資源が効率的

に運用されるよう、周産期医療機関の機能分担やそれに基づく医療機関の連携体制を確

保します。 

特に、分娩取扱機関が減少し身近なところで出産ができない地域の実情を踏まえ、二

次保健医療圏等、地域においてセミオープンシステム（※）を構築するなど、病院、診療

所の連絡・連携体制を整備します。 

※ 妊婦健診は地域内の通院の便利な診療所等で、分娩は病院や周産期母子医療センター等で行う

システムであり、分娩の安全性と妊産婦の利便性を保ちながら、 それぞれの医療機関の特性を生

かした役割分担を行うもの 

○ 県及び関係機関は、最上地域、置賜地域の周産期医療機関と山形市内の三次周産期医

療機関において妊産婦の医療情報を共有する「周産期医療情報システム」を今後も継続

して運用するとともに、システムの利点を生かしたより効率的、効果的な運用を行い、

三次周産期医療機関のない地域においても安心で安全な周産期医療体制を構築します。 

○ 県は、「山形方式・医師生涯サポートプログラム」を柱とした体系的な施策を展開する

とともに、山形大学医学部と密接に連携を図りながら、修学資金貸付を行うなど産婦人

科医及び小児科医（新生児医療専門医）の確保に努めます。 

○ 県は、産婦人科医及び小児科医（新生児医療専門医）を対象とした分娩手当及び新生

児担当医手当の支給など、県内の医療機関が行う勤務医の負担軽減や処遇改善のための

取組を支援します。 

○ 県は、「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を柱とした体系的な施策を展開

し、県内で活躍する助産師等の確保及び県内定着に努めます。 

○ 県は、周産期医療関係者等による協議の場（周産期医療協議会）を設け、周産期医療

体制に係る検証・評価を行い、持続可能な周産期医療体制の確保に向け必要な見直しを

行います。 

○ 県（保健所）及び関係機関は、精神疾患合併妊産婦について対応するため、当該医療

施設の精神科等又は協力医療施設及び市町村保健師等との連携体制を構築します。 

○ 県は、三次周産期医療機関である総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医

療センターを中心とした高度専門的な周産期医療体制を確保するため、厚生労働省が定

める「周産期医療対策事業等実施要綱」に基づき、周産期母子医療センターの運営を支

援します。 

○ 県及び関係機関は、今後も継続して安全安心な周産期・新生児医療を提供するため、

高度専門的な周産期医療機関の集約化等に係る全国的な動きも見据え、本県における中

長期的な提供体制のあり方について検討します。 
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（２）周産期救急搬送体制の確保 

○ 救急医療機関、消防機関及び周産期医療機関は、引き続き救急搬送のプロトコール（手

順書）及び周産期医療連絡体制一覧に基づき、常時対応が可能な周産期救急搬送体制を

確保します。 

○ 患者の転院に当たっては、搬送元医療機関は、母体・新生児搬送連絡票を作成し、事

前に搬送先医療機関に送信することで体制を整え、受入先の円滑な対応を図ります。 

○ 県は、高度で専門的な周産期医療を適切かつ速やかに提供するため、総合周産期母子

医療センター（県立中央病院）に配置した周産期ドクターカー及びドクターヘリによる

搬送体制を引き続き確保します。 

 

（３）周産期医療従事者の育成 

○ 県は、医師等（医師、助産師、看護師、救急隊等）の専門的知識の習得や医療技術の

向上を図るため、症例検討会や新生児蘇生法講習会、母体救命などの周産期救急に係る

実技講習等の研修を支援します。 

○ 分娩取扱機関は、他領域に配置されている助産師の技術力低下を防ぐとともに、研修

等の機会の確保や助産師の専門性を発揮できる場の確保に努めます。 

○ 県は、助産師が分娩を取り扱う技術の向上を図るため、地域内における助産師の出向

（分娩取扱機関の間における相互又は一方向の派遣）を支援するなど、研修機会の創出

に努めます。 

○ 県は、正常分娩を取り扱う助産師の技術力を養うため、また医療資源の有効活用の観

点から、関係機関と連携しながら、病院や診療所における地域での産後ケアも含めた助

産（師）外来や院内助産の取組を支援していきます。 

 

（４）長期入院している医療的ケア児等の療養・療育支援 

○ 県及び関係機関は、ＮＩＣＵ等に入院している医療的ケア児等について、その状態に

応じた望ましい療養・療育環境への円滑な移行を図るため、医療的ケア児に係るケアマ

ニュアルの充実を図るなど、入院が長期にならないための支援を行います。 

○ 県は、ＮＩＣＵ等長期入院児が在宅療養に移行した場合の定期的医学管理及び保護者

の労力の一時支援を行うため、保護者の要請に応じて、一時的に受け入れを行う医療機

関の運営を支援します。 

 

（５）大規模災害時における周産期医療体制の確立 

○ 県は、小児・周産期医療に特化した災害対策の調整役として、「災害時小児周産期リエ

ゾン」を養成し、認定するとともに、県災害対策本部等に配置し、災害医療統括コーデ

ィネーターのサポート等を行います。 

○ 県及び関係機関は、認定した災害時小児周産期リエゾンを平時からの訓練参加や災害

時の活動を通じて、地域のネットワークを災害時に有効に活用する仕組みを構築します。 

また、県及び災害時小児周産期リエゾンは、大規模災害時において、「広域災害救急医療

情報システム（ＥＭＩＳ）」や「大規模災害対策情報システム」などの情報システムによ

る周産期医療に係る情報共有の仕組みを検討します。 
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○ 周産期母子医療センターを有する医療機関は、災害時を見据えて業務継続計画を策定

するとともに、本県のみならず近隣県の被災時においても、災害時小児周産期リエゾン

等を介して物資や人員の支援を積極的に担います。 

 

（６）妊産婦・新生児の健康管理の充実 

○ 市町村は、子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠、出産、子育て期にわたる切

れ目のない相談支援体制を整備します。 

○ 県及び市町村は、妊婦が必要な回数の妊婦健康診査を受けられるよう支援します。 

○ 分娩取扱機関は、早産を予防するため、妊婦健康診査のうち妊娠20週前後の子宮頸管

長の測定を含む超音波検査４回を実施するよう努めます。 

○ 県は、産婦の心身の不調や産後うつ等を予防するため、保健所や市町村の保健師、助

産師会等と連携し、産後ケア等出産後間もない時期の母子に対する支援の充実強化が図

られるよう支援します。 
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■

○○○○

○○○○

○○○○

● 

● 

●

● 

● 

◎◎◎◎

≪三次周産期医療機関≫ 

 総合周産期母子医療センター ◎ 

 地域周産期母子医療センター ○ 

≪二次周産期医療機関≫ ● 

≪療育・療養支援機関≫ ■ 

本 県 の 周 産 期 医 療 体 制 本 県 の 周 産 期 医 療 体 制 本 県 の 周 産 期 医 療 体 制 本 県 の 周 産 期 医 療 体 制 

 

○鶴岡市立荘内病院 

●日本海総合病院 

 （救命救急センター） 

■鶴岡協立病院 

■（こども医療療育 

  センター庄内支所） 

 

 H28 出生数 1,770 人 

庄内地域庄内地域庄内地域庄内地域    

 

●県立新庄病院 

 

 H28 出生数 477 人 

最上地域最上地域最上地域最上地域    

 

◎県立中央病院 

（救命救急センター） 

○山形大学医学部附属病院 

○済生会山形済生病院 

●山形市立病院済生館 

■国立病院機構山形病院 

■こども医療療育センター 

 

 H28 出生数 3,998 人 

村山地域村山地域村山地域村山地域    

 

●公立置賜総合病院 

●米沢市立病院 

■国立病院機構米沢病院 

 

 H28 出生数 1,302 人 

置賜地域 置賜地域 置賜地域 置賜地域 

三次周産期医療機関 三次周産期医療機関 三次周産期医療機関 三次周産期医療機関 

≪役割≫母体・胎児及び新生児におけるリス 

クの高い妊娠に対する医療、高度な 

新生児医療に対応する。 

二次周産期医療機関二次周産期医療機関二次周産期医療機関二次周産期医療機関    

一次周産期医療機関 一次周産期医療機関 一次周産期医療機関 一次周産期医療機関 

≪役割≫妊婦健康診査や通常分娩を取扱 

い、妊婦の健康状態や受診歴等を 

全体的に管理する。 

≪役割≫入院施設として、産科、小児科を有 

し、周産期に係る比較的高度な医療 

に対応する。 

情報共有 

情報共有 

紹介・搬送 

紹介・搬送 

 
○鶴岡市立荘内病院 

（地域周産期母子医療センター） 

NICU ６床 

（GCU ６床） 

 
○山形済生病院 

（地域周産期母子医療センター） 

NICU ８床 

       （GCU ９床）  
◎県立中央病院 

（総合周産期母子医療センター） （総合周産期母子医療センター） （総合周産期母子医療センター） （総合周産期母子医療センター） 

MFICU ６床、NICU ９床（GCU １８床） 

○山形大学医学部附属病院 

（特定機能病院／地域周産期母子医療センター） 

NICU ６床 （GCU ３床） 

 

連 携 

三三三三次次次次周産期医療機関周産期医療機関周産期医療機関周産期医療機関    
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周産期医療の体制を構築する病院 

  一次周産期医療 

二次周産期医療 

（各地区拠点病院） 

三次周産期医療 

（高度周産期医療機関） 

療養・療育支援 

二

次

保

健

医

療

圏 

村

山 

山形大学医学部附属

病院 

山形大学医学部附属

病院 

山形大学医学部附属病

院（地域周産期母子医療

センター） 

国立病院機構山形病

院 

県立中央病院 県立中央病院 

県立こども医療療育

センター 

山形市立病院済生館 山形市立病院済生館 
県立中央病院（総合周産

期母子医療センター） 

  

山形済生病院 山形済生病院   

北村山公立病院   

山形済生病院（地域周産

期母子医療センター） 

  

天童市民病院     

横山病院       

       

       

最

上 

県立新庄病院 県立新庄病院     

置

賜 

公立置賜総合病院 公立置賜総合病院  米沢市立病院 

米沢市立病院 米沢市立病院   

国立病院機構米沢病

院 

庄

内 

日本海総合病院 日本海総合病院 
鶴岡市立荘内病院（地域

周産期母子医療センタ

ー） 

日本海総合病院 

鶴岡市立荘内病院 鶴岡市立荘内病院 鶴岡市立荘内病院 

鶴岡協立病院     鶴岡協立病院 

三井病院     三井病院 

   

（県立こども医療療

育センター庄内支所） 
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